
（様式１－２）　情報発信等戦略　545　大熊町

情報発信等戦略の期間

令和７年度～令和７年度まで

※  令和７年度までのうち、対象市町村等が設定

情報発信等戦略

①　情報発信の内容

　　東日本大震災における大熊町の被災状況および復興の過程を伝える動画作成
　　（町の被災状況と現状を正しく理解してもらうための情報発信）

②　大熊町の情報発信体制

大熊町役場総務課秘書広聴係
（主な関係課）企画調整課、ゼロカーボン推進課、生活支援課、教育総務課
制作：委託事業者

③　情報発信等の戦略目標

・東日本大震災に係る町への関心の「風化」及び「風評」の両面に対応する動画を
作成し、それぞれの関心の度合いや分野により特定のイメージに固定化しがちな町
の印象をより実情に近い形に広げ、来訪者や移住者／帰還者の町への満足度を上げ
る。

④　全体行程表

令和7年5月　動画作成テーマ決定

令和7年7月　受託事業者決定

令和8年3月　動画完成、順次町のサイネージ看板、HPほかSNSに掲載、視察等で活
用



545 大熊町 地域魅力向上・発信事業計画 令和７年度
令和7年5月8日時点 

（単位：千円）

備考

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 その他（注5）

(17,308) (21,995) (21,993) (61,296)
0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜17,308＞ ＜21,995＞ ＜21,993＞ ＜61,296＞
(0)

6,306 6,306
＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜6,306＞ ＜6,306＞

(0)
0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
(0)

0
＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)
0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
合   計 (0) (0) (17,308) (21,995) (21,993) (61,296)

0 0 0 0 6,306 6,306
＜0＞ ＜0＞ ＜17,308＞ ＜21,995＞ ＜28,299＞ ＜67,602＞

（注１）「事業番号」は、「（交付要綱別添１の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「各年度の交付対象事業費」は、上段（ ）書きは前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段〈 〉書き及び総交付対象事業費については、⾃動計算される。
（注４）「全体事業期間」は、令和４年度以降に実施することが見込まれる事業については、令和４年度以降も含めて記載する。
（注５）事業間流用を行った場合には、「備考」に事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載する。
             また、福島県については、実施要綱第４ ６ 一 ⑤の一の市町村の区域を超える広域の情報発信等が見込まれる事業を地域区分１・２の市町村（複数市町村でも可）と実施する場合には、
   「備考」に「市町村連携事業（調整した市町村名を列挙）」と記載する。

（様式１−３）

No.
事業番号
（注１）

大熊町情報発信動画制作事業 大熊町 R7

事業名
（注２）

事業
実施
主体

各年度の交付対象事業費（注３）
総交付対象事業費

全体事業
期間

（注4）

-

- 2

R5 〜 R7

2 A

A - 1
⾃治体連携によるスイーツ作りコンテストの開催
及び各⾃治体産品を使ったスイーツの開発・販売
による大熊町の魅力発信事業

大熊町1

〜 R7

4 -

〜

〜

3

5 〜-

    



545 大熊町 地域魅力向上・発信事業計画 令和7年度
令和7年5月8日時点 

（単位：千円）

交付対象事業費
(b)

（注３）

うち交付金交付額
（c）=a×b

(21,993) (10,996)

0

＜21,993＞ ＜10,996＞

(0)

6,306 3,153

＜6,306＞ ＜3,153＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞

(21,993) (10,996)

6,306 3,153

＜28,299＞ ＜14,149＞

（注１）「事業番号」は、「（交付要綱別添１の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）となるよう記載する。
（注２）「事業名」は、実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）上段（ ）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜ ＞書きについては、⾃動計算される。
（注４）福島県については、実施要綱第４ ６ 一 ⑤の一の市町村名の区域を超える広域の情報発信等が見込まれる事業を地域区分１・２の市町村（複数市町村でも可）と実施する場合には、
   「備考」に「市町村連携事業（調整した市町村名を列挙）」と記載する。

4

5

3

合計額

-

1  大熊町-

-

-

備 考
（注４）

（様式１−４）

No.
事業番号
（注１）

事業名
（注２）

1/2 大熊町情報発信動画制作事業  大熊町

事業
実施
主体

国費率
（a）

当該年度

1/2

2 A - 2

 ⾃治体連携によるスイーツ作りコンテストの開
催及び各⾃治体産品を使ったスイーツの開発・販
売による大熊町の魅力発信事業

1 A


